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教師のメンタルヘルスに及ぼす校長の影響 
 
人文科学研究科 心理学専攻 
博士後期課程 3 年 草海 由香里 
 
現在，公立学校教師の精神性疾患が原因による休職者数の増加が深刻化している。文部科学省は，教師のメ
ンタルヘルス・ケアを行うキーパーソンは管理職であり，管理職による適切なバックアップが行われなければ
ならないとして，校長のリーダーシップの重要性を示唆している。本稿では，これまでに教師のメンタルヘル
スと校長との関連を明らかにした研究や資料を概観し，教師のメンタルヘルスにおよぼす校長の影響について
整理した。その結果，教師の校長との葛藤，あるいは校長の教師に対する言動や態度は，教師のバーンアウト
やストレスを高めたり，ときに退職などに追い込んだりするが，校長のサポートは教師のバーンアウトやスト
レス，休職・退職意識を緩和したりすることが確認された。また，校長のさまざまなリーダーシップ・スタイ
ルが教職員のモラール，学校文化，教師との信頼構築などに有効であることが確認された。ただし，校長には
自身のリーダーシップ行動を高く評価する傾向や，学校運営の現状を肯定的に評価する傾向がある一方で，教
師は校長のリーダーシップ行動を厳しく評価する傾向があることが伺えた。このずれは，校長と教師の間のス
ムーズな意思の疎通を阻害しかねないと考えられる。これらのことを受けて本稿では，日頃から，校長と教師
の双方がお互いの立場や主張を理解し合いながら，学校運営，教育活動等にあたることの必要性を改めて提言
した。 
 
キーワード：教師，メンタルヘルス，バーンアウト，校長，リーダーシップ 
 
問題と目的 
 
 現在，学校現場では児童・生徒のいじめ，非行，不登校などの問題が深刻化している。 
これらの状況の改善と問題解決のために，教師に寄せられる期待がこれまで以上に大きい。経済協力開発機構
（OECD）が行った「国際教員指導環境調査（TALIS）」において，日本の中学校教師の 1 週間当たりの勤務時
間は 53.9 時間（参加国平均 38.3 時間）で，参加 34 の国と地域の中で最も長いことが報告されている（文部科
学省，2014）。このようなことから，日本の教師の疲労度はかなり高いと推測できる。また，これまで行われた
教師のメンタルヘルスに関する研究から，教師を取り巻く児童・生徒，保護者，同僚，上司などとの職務上の
対人関係の難しさが，教師のバーンアウトやストレス，さらには休職・退職意識を高めていることが明らかに
されている（中川・小谷・西村・井上・西川・能，2000；伊藤，2000；平岡，2003；新井，2007；貝川，2009；
赤岡・谷口，2009；真金，2011；草海，2014）。 
文部科学省（2018）によれば，2017 年度に病気休職した公立学校教師は 7,796 人である。そのうち精神性疾
患により休職した公立学校教師は 5,077 人で，前年度より 186 人増加した。この休職者数は，調査が始まった
1979 年度（664 人）のおよそ 8 倍にあたる。中島（2003）は，数字に表れていない水面下には，心を病む教師
が相当数いることを示唆し，その要因として「学校現場でのストレスの影響が大きい」と述べている。 
文部科学省（2012）は，教師のメンタルヘルス・ケアを行うキーパーソンは管理職であり，管理職による適
切なバックアップが行われなければならないとして，校長のリーダーシップの重要性を示唆している。これま
で，教師のメンタルヘルスと校長との関連については，どのような観点から検討が行われてきたのだろうか。
本稿では，インターネットの検索エンジンを用いて「校長」「上司」「管理職」「教師」「メンタルヘルス」「スト
レス」「バーンアウト」「サポート」「リーダーシップ」などのワードで検索し，おもに現在まで行われてきた研
究や公開されている資料・情報などを概観する。そのうえで，教師のメンタルヘルスと校長との関連からみえ
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てくることを整理したい。なお，本稿の趣旨に照らし，引用した文献中に記されている「上司」や「管理職」
には，教頭や主幹教諭なども含まれている可能性があるが，本稿ではこれらの表記を，おもに「校長」を指す
ものとして扱った。 
 
教師のメンタルヘルスと校長に関する研究・資料の概観 
 
１．教師のバーンアウトやストレスに及ぼす校長の影響 
 
校長と教師のメンタルヘルスに関する研究では，管理職が教師のバーンアウトやストレスの要因となってい
るという結果が多い。たとえば，平岡（2003）が行った教師バーンアウトモデルの考察において，「周囲との葛
藤」因子に管理職・同僚・保護者からの否定的評価に関する項目が高い負荷を示していた。このことから，教
師は自分の仕事について校長らから認められないことに対して葛藤し，バーンアウトに至る過程が考えられる。 
また，「管理職との葛藤」「多忙」「孤独性」「非協働性」などの学校組織特性が，教師のバーンアウトにどの
ような影響を及ぼすかを検討した貝川（2009）も，「管理職との葛藤」「多忙」「孤独性」「非協働性」のいずれ
もが教師のバーンアウトに悪影響を及ぼすことを示し，とくに「管理職との葛藤」「孤独性」「非協働性」得点
は，中学校教師に比して小学校教師の方が高いことを明らかにした。 
さらに，藤原・古市・松岡（2011）は，中学校教師におけるストレス反応に関連する諸要因について検討す
るため，ストレス反応の各下位尺度（「対人拒否」「身体症状」「教室忌避」「焦燥感」「集中欠如」「抑鬱感」）を
基準変数，ストレッサーの 7 変数（「生徒支援」「生徒態度」「授業」「同僚」「雑務」「保護者」，「管理職」）を説
明変数とした重回帰分析を行った。その結果，「管理職」に対するストレスは，教師の「対人拒否」および「教
室忌避」に影響を及ぼすことを示した。 
校長に対するストレスに関して，女性教師を対象にした研究もある。子どもの有無別にバーンアウトの実態
を検討した杉田（2015）によると，子どもがいる女性教師は，「管理職との葛藤」が「個人的達成感の後退」を
高めることを示した。杉田（2015）は，職場の管理職との葛藤が生じる状態は，バーンアウトの最終局面であ
ると指摘する。そのうえで，子どもを抱える女性教師のバーンアウトの予防や軽減には，組織における対人関
係の良好性と子育てをしやすい職場の雰囲気の重要性を示唆する。 
吉武（2018）は，小学校教師を対象とした自由記述による調査で，教師が抱える精神的ストレスの原因を明
らかにした。それによると，「子どもを思って自分たちの意見を出しても一方的に切られてしまう」「個人的に
呼び出され，校長室で意見される」など，管理職から教師への一方的なコミュニケーションが精神的ストレス
の原因の一つと受け取られている。ほかに，管理職からの「仕事の配分の不公平感を感じる」ことがストレス
の原因であるという声があった。 
教師の校長に対するストレスは，性別・校種・年代などにより異なることを示す研究もある。中川・小谷・
西村・井上・西川・能（2000）によると，男性教師の 15.7%，女性教師の 13.0%が上司にストレスを感じてい
ることがわかった。これを校種別に分析すると，小学校教師の 17.6%，中学校教師の 25.9%，高等学校教師の
9.8%が上司にストレスを感じていた。さらに年代別に分析すると，20 歳代の 15.4%，30 歳代の 9.4%，40 歳代
の 17.2%，50 歳代の 21.9%が上司にストレスを感じていることがわかった。これらの結果より，教師は上司に
対して少なからずストレスを感じていることが示された。 
また，小学校，中学校，高等学校，特別支援学校，幼稚園の教師を対象に，ストレスの実態調査を行った竹
田・坂田・菅 千索・菅 眞佐子・山本・菅 佐和子（2010）は，「児童・生徒」「保護者」「管理職」「同僚」
「自分自身」「家庭」「教育行政」の 7 つのストレッサーのうち，「児童・生徒」「保護者」「同僚」「教育
行政」の 4 つのストレッサーが相対的に高く評価されたことを示した。これを校種別で比較すると，小学校は
高等学校に比べ「保護者」を高く，高等学校は小・中学校に比べ「管理職」を高く，特別支援学校は小・中・
高等学校に比べ「同僚」を高く評価したことがわかった。 
 一方，これらの研究結果とは異なり，教師のメンタルヘルスに対して校長による負の影響が認められなかっ
11
  
3 
 
た研究もある。教師の休職・退職意識に影響を及ぼす諸要因を検討した草海（2014）によると，「対教師スト
レッサー1」「管理職ストレッサー」「保護者ストレッサー」「同僚ストレッサー」「生徒指導ストレッサー」
「校務ストレッサー」のうち教師の休職・退職意識に影響を及ぼすストレッサーは，「管理職ストレッサー」
と「生徒指導ストレッサー」以外のストレッサーであった。 
 これらの先行研究の大方の結果より，教師は校長との関係構築に苦慮しがちであることがうかがえる。 
 
２．教師のストレスに及ぼす校長の人間性や性格傾向 
 
 中川ら（2000）によると，教師がストレスを感じる対象は，「自己中心」「自分勝手」「自分本位」「わがまま」
「ワンマン」「協調性がない」などからなる自己中心的と認知される人物像が最も多かった。とくに上司に関し
ては，①管理的（7.0%），②無責任（7.0%），③攻撃的（4.2%），④信念がない（4.2%）といったタイプにスト
レスを感じることが示された。 
 さらに，小谷・能・中川・西村・井上・西川（2000）は，教師がストレスを感じる上司（校長・教頭）の性
格傾向を，教師から得た資料を基に，「自己中心的で，権力を用いて独断的，攻撃的にふるまい，共感性に乏し
い自己愛スタイル型」，「決断力に乏しく，受け身的で，責任回避傾向が強い責任回避型」，「部下である教師を
非難したり，批判したりする傾向が強い他者批判型」の 3 つのタイプに分類した。 
これらのことから，校長の人間性の問題や，性格傾向が校長として適切でないことなどに対して，教師はス
トレスを抱きやすいといえよう。 
 
３．教師の精神性疾患や退職などに及ぼす校長のパワーハラスメント 
 
 校長のパワーハラスメントにより，教師が自殺や退職に追い込まれた例が少なくない。たとえば，教師の精
神疾患が増悪し自殺したのは，校長らのパワーハラスメントが原因であるとして損害賠償が認められた判例が
ある（鹿児島地裁平成 26 年 3 月 12 日判決）。精神疾患による病気休暇明け直後である教師に対して，校長らは，
従来の音楽科及び家庭科に加え，教員免許外科目である国語科を担当させ，その他の業務の軽減もしなかった。
これにより教師が心理的負荷を増大させ，パニック状態になり，通常ではあり得ない精神状態の悪化を疑うべ
き兆候が現れた。校長らは教師が，当時，心療内科に通院中であったことを知っていたにもかかわらず，教師
の素質に問題があると考え，主治医に対する病状確認等をすることなく，県教育委員会等に対し，教師には指
導力が不足しているとの報告を行った。その結果，教師に対し，指導力向上特別研修の受講が命じられた。こ
の研修の場においても，担当指導官は教師が何らかの精神疾患を有していることを認識し得たにもかかわらず，
教師に対し，これまでの教師生活を振り返り，自己の課題を発見するために自分史に基づいた指導が継続され
た。さらに「自分の身上や進退については両親や担当者とも十分に相談してください」とのコメントが日誌に
記載されるなど，教師に退職を促しているとも受け取れる指導が行われた。このような，校長ら，教育委員会，
研修担当官らの行為は，教師の精神疾患を増悪させる危険性の高い行為と認められた。そして，教師はその影
響により正常な判断ができない状態で自殺したものとみるのが相当であり，一連の行為と教師の精神疾患増悪
及び自殺との間に相当因果関係があると判断された（厚生労働省，2014）。 
また，校長のパワーハラスメントによりうつ病を発症し退職に追い込まれたことが認められた判例もある（那
覇地裁平成 31 年 1 月 30 日判決）。公立中学校で教頭を務めていた女性は，各教科主任の年間指導計画や評価基
準の作成状況をとりまとめるよう校長から指示を受けたため，進捗を報告しようとしたところ，校長に「言い
訳ばかりするな」などと大声で叱責された。その後も校長は教頭を校長室に呼び出し，「こんなこともできない
のか」「能力がない」などと言い放った。裁判では，「行き過ぎた言動で，原告に強い精神的苦痛を与えた」と
校長の違法な公権力の行使を認定し，市側に対して，622 万円の支払いを命じた（沖縄タイムス，2018）。 
                                                        
1 本研究における「対教師ストレッサー」は，教師に対する児童・生徒の言動・態度などが教師のストレッサーになっていること
を意味する。 
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このほかにも，東京都教職員組合（2012），社団法人日本産業カウンセラー協会（2012），京都市教育委員会
（2013）などから，職場におけるいじめが教師の休職や退職意識に影響を及ぼしているとの指摘や事例報告が
あり，校長自ら率先して教師を休職や退職に追い込んだ事例も報告されている。 
これらのことから，校長の勢力は教師を退職や自殺にまで追い込みかねないことがわかる。 
 
４．教師のメンタルヘルスに及ぼす校長のサポート 
 
 もちろん，校長と教師の関係は，校長から教師へ及ぼすネガティブな影響ばかりが確認されているわけでは
ない。教師が認知する校長からのソーシャル・サポートについて検討した迫田・田中・淵上（2004）によると，
校長による道具的サポートは教師のストレス反応を緩和することはないが，情緒的サポートは教師のストレス
反応の減少に関わることを示している。そして，校長の専門性を認知している教師は校長からの道具的サポー
トを受け入れやすいが，校長が自分に圧力をかけていると認知している場合には，情緒的サポートをサポート
として感じ取りにくい傾向にあることを示している。 
 安藤・中島・鄭・中嶋（2015）が，小学校で学級担任をしている教師を対象として行った調査によると，学
級担任が最も頻回に経験している Hassles（困った問題）は「授業中の私語」と「保護者との話が噛み合わない
こと」であり，学級担任は家族よりも，同じ勤務校の学級担任をしている同僚や，上司・管理職に頻回に相談
していることが示された。そして，より多くの Hassles を抱えている担任の精神的健康は悪化しているが，児
童に関連する Hassles を多く抱えている担任で，より学校内の相談を多く利用している者の精神的健康は改善
していることを示した。 
 文部科学省（2013）の調査においても，上司に相談をしやすい教師ほどストレス得点が低い傾向が見られる。
また，教師の休職・退職意識に影響を及ぼす要因を検討した Kusagai（2018）は，上司，同僚，家族，友人に
よる情緒的サポートのうち，職場の状況をよく把握している上司によるサポートのみが，教師の休職・退職意
識の緩和に影響を及ぼす可能性を明らかにし，上司によるサポートが教師のメンタルヘルスに寄与することを
示した。 
 校長のサポートが教師に及ぼす影響について，教師を対象とした面接調査も行われている。赤岡・谷口（2009）
は，現職教師 3 名（A・B・C）の語りのデータから，対人ストレス経験の諸相を探索的に検討し，教師たちが
どのような文脈において，どのような人間関係にストレスを感じているのかを明らかにした。管理職に対する
語りに注目すると，3 名に大きな相違が見られた。教師 A にとって管理職は「2～3 年で異動してしまう」人事
上もあまり影響力のない存在であり，ストレス緩和のために一役買ってくれることは期待できない存在である。
一方，教師 B にとっては管理的で「プレッシャーを感じる」直接的なストレスの対象である。それに対して，
教師 C にとっては「何かあればすぐに来てくれたり声をかけてくれたりする」頼りになる存在として，管理職
が語られた。赤岡・谷口（2009）は，管理職からの援助があったからこそ，過剰な要求を寄せる保護者への対
応に苦慮しても，「ここまで続けて来られたのだと思う」という教師 C のことばから，管理職のあり方が教師
のストレスの緩衝要因として機能していることを示唆している。 
吉武（2018）は，教師を対象とした調査により，「管理職が学級担任と一緒にその問題解決に向け考えてくれ
ることで精神的にらくになる」「管理職に，職員を守ると言ってもらえるだけでも精神的にらくになる」などの
回答を得た。これについて吉武（2018）は，自分の学級内でおこったことについて，教師は代わりに解決して
くれることを求めているわけではなく，「共に抱えてくれる」ことを第一に求めていることが推察されると述べ
ている。 
以上のことから，職場で教師の身近な存在である校長は，教師のメンタルヘルスに寄与し，とくに問題が起
こったときの相談相手となり得る存在であることがわかる。 
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５．教師のストレスに及ぼす校長のリーダーシップ 
 
 わが国における校長のリーダーシップに関する研究は，吉崎（1979）による「校長のリーダーシップ行動測
定尺度」の作成に始まったといえる。吉崎（1979）は，わが国の小学校の校長は，学校においていかなるリー
ダーシップ行動をとっているのかを明らかにするために，10 名の小学校長に個人面接調査を実施した。そのう
えで，リーダーシップ行動に関する 55 項目を選定し，因子分析により，教職員間の融和促進，各教職員への配
慮・信頼，各教師の教育実践の尊重，話し合いの重視などを意味する「集団維持の因子（M）」と，学校運営の
ための計画・方法の明確化，教職員の専門職としての資質向上のための助言・指導，各教師の教育活動促進へ
の動機づけなどを意味する「目標達成の因子（P）」の 2 因子を得た。彼は，得られた 2 因子からなる校長のリ
ーダーシップ行動を，教師の評定による P・M 両項目の平均値を基準にして，PM 型，pm 型，P 型，M 型に分
類した。そして，この 4 つの型によるリーダーシップ行動と，教職員のモラール（「職員間連帯性」「仕事意欲」
「給与満足」「仕事に対するストレス」「校内研修評価」「職員会議評価」「教育に対する研究意欲」「学校への一
体感」）との関連を検討した。その結果，校長が PM 型リーダーシップをとるとき，他の類型のリーダーシップ
をとるときよりも，「職員間連帯性」「給与満足」「校内研修評価」「職員会議評価」「教育に対する研究意欲」「学
校への一体感要因」において効果が優れていた。一方，「仕事意欲」「仕事に対するストレス」については，リ
ーダーシップによる効果の相違がみられなかった。 
 また，PM 論によらない校長のリーダーシップによる影響を検討した研究も行われている。露口（2001）は，
校長の指導助言機能に焦点化された小学校長の教育的リーダーシップ（「目標共有化志向」「授業支援志向」「児
童に対する直接的指導志向」「研修促進志向」）に注目し，この教育的リーダーシップが，学校文化（「同僚性文
化」「実験性文化」「自律性文化」）および教師の態度（「有能感」「コミットメント」「ストレス傾向」）に及ぼす
影響について検討した。その結果，まず，校長の「目標共有化」によるリーダーシップが「同僚性文化」に対
してポジティブな影響を及ぼすことが示された。また，校長の「授業支援」によるリーダーシップが教師の「有
能感」に正の影響を，児童への「直接的指導」によるリーダーシップが教師の「有能感」に負の影響を及ぼす
ことが示された。この結果は，教師にとって，校長からの児童に関する情報の提供が自らの授業や学級経営を
効果的に進めるための有効な材料として意識されるのに対し，児童への直接指導を通しての介入は受容しにく
いものとして意識される傾向にあることを示している。さらに，校長の「授業支援」によるリーダーシップは，
教師の「ストレス傾向」に対して負の影響を及ぼすことを示した。 
また，露口（2003）は，教師を対象とした調査により教師との信頼構築を志向した校長のリーダーシップ測
定尺度を作成した。その結果，校長の教育者的リーダーシップは，校長と教師の信頼関係，教師相互の信頼関
係に対してポジティブな影響を及ぼし，校長の変革推進的リーダーシップは，校長と教師の信頼関係，教師と
クライエント（児童・生徒および保護者）の信頼関係にポジティブな影響を及ぼし，校長の公正対処的リーダ
ーシップは，校長と教師の信頼関係，教師相互の信頼関係に対してポジティブな影響を及ぼすことを示した。 
これらの研究により，校長のさまざまなリーダーシップ・スタイルが教職員のモラール，学校文化，教師と
の信頼構築などに有効であることが確認されたが，その中でも，教師を支援するスタイルのリーダーシップが，
教師のストレス軽減に有効であるといえる。 
 
６．校長のリーダーシップに対する校長と教師の意識や認知の差 
 
 校長のリーダーシップに関する研究からは，校長と教師の意識や認知の差についても明らかにされている。
小島・浜田・片桐（1991）は，学校運営に対する教師と校長の意識の差異について検討した。その結果，校長
は教師に比べて学校運営の現状を肯定的に捉えていることを明らかにした。とりわけ校長は，保護者による協
力，校内における教師のまとまり，優れた教師を高く評価するという学校運営について肯定的であった。同時
に，教師が下位に位置づけていた項目，すなわち教師の側の様々な不満の存在を示す項目は，校長の回答にお
いて低く位置づけられていることを示した。ただし，学校運営の保守性を示す項目である「校務分掌ではこれ
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までのやり方が重視されている」に対する肯定率は教師が第 2 位に位置していたのに比して，校長のそれは第
19 位であり，しかもこの項目だけが教師の数値を下回っていた。これにより，小島ら（1991）は，慣行重視型
の保守的な学校運営の現状を率直に認めようとする教師の意識と，それをある程度「否定」しようとする校長
の意識との間には一定のずれが存在していることを示し，そのうえで，「わが校」をできるだけ「肯定的」に評
価しようとする校長の姿勢や意識の楽観性を示唆した。また，教師は校長に対して，教師の考えや資質を学校
運営に取り入れて欲しいという期待が大きいことに対して，校長の経営行動のなかでは，そうした行動が子ど
もや保護者との関係づくりよりも下位に位置づけられており，教師の期待に十分応えていないことが示された。
つまり，校長が「職員会議の最終決定を校長が行うこと」を重視し，学校運営にかかわる最終決定権を自らの
手のなかに残そうとしていることが浮かび上がった結果となっている。 
また，「PM 理論の 2 次元は，代表者として対外的活動を行う，集団の中で革新・主導的な行動をとるなどの
次元がややもすると軽視されてきた」とする八尾坂（1994）は，新たな次元を加え，「対処的活動」「人間性重
視」「目標達成」「自己象徴」の 4 つの次元を構成した。そして，この 4 つの次元と「新たな教育課程・制度上
の対応への積極的な取り組み」「校内研修会・研究会の盛況」「授業・指導方法等の改善に向けての熱心な取り
組み」「児童・生徒の学習への取り組みの熱心さ」「教職員の助け合う雰囲気」「児童・生徒と教職員の一体感」
からなる学校革新風土との関連について，5 校（中学校 1 校，小学校 4 校）を対象として校長と教職員の意識
の差異を検討した。その結果，①校長のリーダーシップ・イメージが最も低い学校では，校長，教職員ともに
学校の革新風土も一番低い傾向が見られた。②校長のリーダーシップ・イメージが最も低い学校では，特に女
性教師が校長のリーダーシップ・イメージについて極端に低い評価を下した。③校長のリーダーシップ・イメ
ージが一番高い学校では，学校の革新風土も一番高い傾向がみられた。これは，特に，教師側の意識にみられ
た。④校長のリーダーシップ・イメージについての評定は，概して，校長自身が一番高く，続いて男性教師，
女性教師の順であった。5 つのどの学校においても，女性教師は校長，男性教師よりも校長のリーダーシップ・ 
イメージについて低い評定を下していた。 
中留・露口（1997）も，学校の文化的特性について，校長と教師の意識にはどのような差異があるかを検討
した。その結果，校長は教師に比べて教育改革に関連した教育課題への関心をもっており，日常レベルでそう
した改革の動向や思潮と疎遠になりがちな多くの教師に対して，教育改革の動きを説明することなどが，校長
としてリーダーシップをとるべき領域（範囲）として捉えていることが示された。また，リーダー行動を困難
にさせている要因として，校長の第 1 位は「教職員間の教育観の違い」，次いで「教頭・主任等のリーダー層教
師の力量不足」，第 3 位に「教職員団体との軋轢」，「教職員構成のアンバランス」と，件数の多いものはいずれ
も教職員との関係に関する項目であった。一方，教師の方は「教職員間の教育観の違い」と，次いで多いのが
「教職員構成のアンバランス」であった。さらに，組織文化（校長 3.88，教師 3.56），教育課程文化（校長 3.70，
教師 3.44），教師文化（校長 3.59，教師 3.48），学級文化（校長 3.51，教師 3.12）と，いずれにおいても校長の
方が教師よりもやや積極的（肯定的）に学校文化を捉えているのに対して，教師の方はやや厳しく勤務校の文
化を見ていることが示された。 
 さらに，文部科学省（2013）による調査においても，職場内の雰囲気，教職員同士で協力しあって仕事をす
る雰囲気，職場におけるコミュニケーションの状況に関するそれぞれの問いに肯定的な回答をした割合は，校
長等ではそれぞれ約 97%，96%，95%と非常に高くなっている一方，教師ではそれぞれ 90%，87%，86%，事務
職員ではそれぞれ 90%，84%，86%となっている。教職員では，1 割以上が良好ではないと回答しており，校長
等との間に意識の相違があることを示した。また，校長等による教職員の健康状態の把握状況について，「部下
の健康を気にかけていると思いますか」との問いに肯定的な回答をした割合は校長等では約 98%となっている
一方，教師及び事務職員に対し，「上司はあなたの健康を気にかけていると思いますか」との問いに肯定的な回
答をした割合は，教師は約 77%，事務職員は約 82%であり，この調査結果においても，校長等とその他の教職
員との間に認知の相違が見られた。 
 これらのことから，校長には自身のリーダーシップ行動を高く評価する傾向や，学校運営の現状を肯定的に
評価する傾向がある一方で，教師は校長のリーダーシップ行動を厳しく評価する傾向があることが伺える。す
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なわち，校長のリーダーシップ行動に対する校長と教師の認知に乖離があることが示唆される。 
 
教師のメンタルヘルスと校長に関する研究・資料からみえてくること 
 
本稿では，これまでに教師のメンタルヘルスと校長との関連を明らかにした研究や資料を概観し，教師のメ
ンタルヘルスにおよぼす校長の影響について整理した。その結果，教師の校長との葛藤，あるいは校長の教師
に対する言動や態度は，教師のバーンアウトやストレスを高めたり，ときに退職などに追い込んだりするが，
校長のサポートは教師のバーンアウトやストレス，休職・退職意識を緩和したりすることが確認された。 
また，校長のさまざまなリーダーシップ・スタイルが教職員のモラール，学校文化，教師との信頼構築など
に有効であることが確認されたが，その中でも，教師を支援するスタイルのリーダーシップが，教師のストレ
ス軽減に有効であることが示された。ただし，校長には自身のリーダーシップ行動を高く評価する傾向や，学
校運営の現状を肯定的に評価する傾向がある一方で，教師は校長のリーダーシップ行動を厳しく評価する傾向
があることが伺えた。このずれは，校長と教師の間のスムーズな意思の疎通を阻害しかねないと考えられる。
校長と教師の立場の違いが，このような乖離を生んでいると推測できるが，日々，児童・生徒と直接触れ合い，
教育を実践している教師がいて，はじめて校長はリーダーシップを発揮することができる。古川（1997）は，
「リーダーがいかに働きかけたいと願っても，その働きかけの正当性を成員が認め，受け入れないことにはリ
ーダーシップが発揮されたとはいえない」と，教師が受け入れることができる校長のリーダーシップの重要性
を示唆している。校長のリーダーシップに関して，教師と全く同じ認知のレベルにすることはできなくても，
認知に乖離がある事柄に関しては，教師の認知のレベルを把握し，教師の気持ちに歩み寄ることも必要ではな
いだろうか。教師のメンタルヘルスの悪化は児童・生徒にも影響を及ぼす（藤原，2014；河村，2018）ことか
らも，慎重に対応すべきである。 
一方，教師にとって校長は，ストレスに感じたり，時にパワーハラスメントの加害者になったりすることも
否めないが，教師だけで対処できない問題に直面したときに共に対応したり，保護者や児童・生徒，同僚など
の間に入り対人関係を取り持ったりすることができるのは，学校現場の責任者である校長の存在を抜きにして
は考えられない。そのためには，校長の人間性や性格を問題視したり，校長のリーダーシップ行動を厳しく評
価したりするだけでなく，校長との距離を縮める努力や工夫も必要である。 
人はポジティブなコミュニケーションを通して互いに話のできる人間関係を形成する。それが，ネガティブ
な問題が起こったときにミスコミュニケーションを生じさせないために必要である（吉武，2018）。上司や部下
の性格や能力を問題視するだけで，解決のための工夫をしなくなってしまうことを「個人攻撃の罠」と呼ぶ（島
宗，2015）。草海（2019）は，校長と教師がこの「個人攻撃の罠」に陥らず，教師のメンタルヘルス維持・増進
のために学校現場で実践できそうなポジティブな活動として，校長が発行する学校便りで教師の様子を紹介し
たり，校長が教師と昼食を共にしたり，教師個人の成長を支援するコーチングを行ったりすることなどを提案
している。教師のみならず，校長のメンタルヘルスを維持するためにも，これらのポジティブな活動やアサー
ショントレーニングなどを取り入れ，日頃から，双方の立場や主張などを理解し合いながら，学校運営，教育
活動等にあたることが求められる。 
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